
１．はじめに
　農林水産業は，自然の恩恵を受けながら生産活動
を行うと同時に，生産活動を通して多様な生物の生
息場所を提供することで，生物多様性と密接な関わ
りをもっています。しかし，過疎・高齢化など農林
水産業をめぐる経営環境が厳しくなっていることか
ら，農林漁業者が生物多様性の保全を維持すること
が困難になりつつあります。
　本研究の目的は，農山漁村地域における生物多様
性保全活動によって得られる自然資本としての価値
を評価する手法を開発するとともに，農山漁村地域
が企業やNPO等と連携して生物多様性保全活動に
取り組むことの経済効果を分析することで，農山漁
村地域における生物多様性保全活動を促進するため
の政策のあり方を示すことにあります。

　
　

２．農山村地域と企業やNPO等の連携に
関する事例調査

　国内の３つの事例調査を通じ，農山村資源管理に
おける連携の実態や課題の把握を行いました。長野
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県の「人と生き物パートナーシップ推進事業」によ
る「生物多様性保全パートナーシップ協定」およ
び「生物多様性基本協定」では，県担当者の立ち会
いのもと，企業と市民団体との間で協定の期間や資
金提供を含めた連携の具体的内容が話し合われてい
ます。また，県の方でモデル協議書が用意されてお
り，企業，市民団体の双方にとって，トラブルが少
なくなる工夫がなされています。一方で，活動団体
の事務局能力，受入能力の向上，ハブ団体の事務局
機能の向上，マッチングにおける県庁内でのマンパ
ワー不足，企業の掘り起こし，活動に対する社会的
評価の分かりづらさなどが課題となっています。
　静岡県の「一社一村しずおか運動」による農山村
集落と企業・団体の活動協定では，集落と企業・団
体のマッチングは農地保全課と出先事務所の農地担
当者が担っています。本庁は県への問い合わせに対
する対応，運動のPRなど全体の統括が主でありま
した。集落側の要望をスクリーニングするというこ
とは行われていませんが，企業・団体は本社や事業所・
営業所近くの集落との連携を希望するため，集落側が
企業や団体との連携を希望すれば必ず相手が見つかる
というわけでもありません。企業の立地数が少ない農
村でどのようにマッチングを進めるかが課題です。
　石川県珠洲市のNPO法人能登半島おらっちゃの
里山里海と大野製炭工場の連携による「おらっちゃ
の森づくり運動」では，NPOなどが様々な場面で
連携し，森づくりを行い，ボランティアの受入を
行っています。当初よりも参加者は多くなりました
が，同時に受入体制や準備が大変になり，規模を縮
小せざるを得ない状況です。

３．県による企業と集落・保全団体のマッ
チング

　今回の研究では，「公表・普及活動」をどの自治
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体においても共通して行政が積極的に行っていまし
た。これは，HPなどで発表することでもできるた
め，取り組みやすい活動であることが考えられま
す。「連携機会の構築」はどの自治体でも行なわれ
ていることが共通して挙げられ，また，「認証・評
価」は徳島県以外の自治体では行われています。こ
れらの３つの手段が自治体にとって取り組みやすい
連携手段であり，また連携推進において重要な要素
であることが推察されます。これら３つの手段を実
施されることによる企業，NPO，生産者の活動の
利点としては，行政による認定や評価，また連携に
行政が加わることで，企業やNPOの活動に対して，
そして生産者では活動と生産物に対して信頼性が担
保され，活動や生産物のPRや活動の意欲向上につ
ながります。
　また，行政による連携機会の構築は，企業，
NPO，生産者との関係構築が円滑となり，連携の
調整が行われることで連携主体の連携のための活動
の負担軽減につながっています。このような企業，
NPO，生産者等にとって行政による支援は有効に
働きますが，一方で行政の負担は大きいという現状
があります。
　行政による連携推進の流れのケースとしてはま
ず，連携において行政が企業・NPO・生産者等
が互いに知る機会を提供すること，そして企業や
NPO，生産者が接点を持ち，互いのニーズの調整
を行政が行います。そして，連携を行う団体の活動
に対して認証・評価，そして活動内容の公表・普及
を行います。
　本調査から，自治体が抱える問題として資源動員
が大きな問題としてあることが明らかとなりまし
た。企業の生物多様性保全活動は社会貢献として
行っているところが大半であり，企業による活動支
援のための寄付も一般的に少額であることが多い傾
向にありました。加えて行政の生物多様性に関する
予算には限りがあります。このような資金の制約に
より，長野県に見られるように，資金の補助体制を
作ることが困難となっています。また，企業による
寄付は一般的に保全活動の維持等を目的として行わ
れることが多く，NPOなどの人件費や人材育成ま
で回ることは多くありません。このような資金と人
材の制約が保全活動のための連携や保護活動自体の
拡大の制限要因となっていることが考えられます。
そのため，規模を拡大していくためには，企業の事
業の中に生物多様性保全の仕組みを取り入れていく
ことが必要です。つまり，企業のCSVという形で
事業の中での生物多様性の主流化を促していくこと
が重要です。　
　そして生物多様性保全活動の拡大には人材の育成

や確保も重要です。長野県や徳島県で指摘されてい
るように，連携のカギとなる人材は，信頼性があり
生物多様性保全に情熱を持っている人，連携の調整
能力を持っている人などです。現在，連携推進の軸
を担っているのは行政の担当者（環境に関係する
課）や研究者です。このような人材を育成していく
と同時に，資金調達や企業との連携が行える人材，
つまり企業と関わりのある人や行政の関連部署との
連携を進めていくことが必要です。

４．生物多様性保全活動の経済評価
　滋賀県の琵琶湖周辺の農山村地域における生物多
様性保全活動の経済価値を評価しました。仮想評価
法（CVM）を用いた水源環境税形式による環境保
全型農業普及対策への支払意志額中央値は，滋賀県
で2,275円／世帯，京都府で2,246円／世帯，大阪府
で2,241円／世帯でした。３府県において統計的に
有意な値であり，琵琶湖の水質対策としての環境保
全型農業は，滋賀県だけでなく琵琶湖流域の京都府
や大阪府においても価値があるといえます。ただ
し，滋賀県の一般市民は琵琶湖が身近であるがゆえ
に琵琶湖への環境意識はそれほど高くなく，琵琶湖
の水質対策を「環境保全」という大きな括りで考え
ていないと予想されます。
　またコンジョイント分析を用いて購買行動を通し
た消費者負担形式による環境保全型の米への限界支
払意志額は，203円でした。ただし，これは農薬削
減が重要だと考えている人の限界支払意志額である
ことに注意が必要です。環境配慮型の米を販売する
ことによって環境保全型農業を促進しようとする場
合，環境配慮型の米とその他の商品の品質が同じで
あると仮定すれば，高いブランド力を持つ米と同程
度の価格でも十分に市場競争力を持つということが
言えます。そして環境配慮型の米の価格を2,250円
とした場合の環境価値は２億6,300万円となりまし
た。ただし，この結果は重要な属性である味を分析
に組み込んでいないため，あくまで品質が同じと仮
定した場合の結果であり，過大評価されている可能
性があることに留意が必要です。
　以上のことから，購買行動を通した消費者負担形
式による費用負担についてまとめると，環境配慮型
の米は他の米と比較して一定の市場競争力を持ち，
費用負担方法としては効果のあるものだと言えま
す。ただしこの結果にはいくつかの制約があり，１
つは農業において農薬削減が重要だと考えている人
の結果であること，２つ目は結果が過大評価されて
いる可能性があることです。購買行動を通した費用
負担に関しては，より詳細な分析が必要です。
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